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●本稿の狙い　
核開発を続けるイランに対し、




エルの生存権を否定し、激しい敵対関係にあること。 「ハマス」 や 「ヒズボラ」といったイスラム組織を支援してきたこと。核開発だけでなく、ミサイルの開発も進めてきたためである。ユダヤ人特有の歴





















迫っている」と信じてしまう現実がある。 「イランの核開発は、絶対に容認できない、何とし も阻止しなければならない」という主張は、アラブ系のイスラエル人を除けば、ほとんどのイスラエル国民によって共有さ ている。　
イスラエルでは、二〇〇九年二
月一〇日の国会選挙で右派勢力が躍進し、右派政党とユダヤ教政党を中心とする「タカ派色」の強いネタニヤフ連立政権が発足した。一方、アメリカでは、二〇〇九年一月、イラン核問題の平和的解決を公約に掲げたオバマ大統領 就任した。 オバマ大統領は、 同年六月、エジプトのカイロで行った演説で、「イランにも核の平和利用の権利はあるが、中東で核拡散が起きることは容認できない」と述べたうえで、イランの指導者に対し、 「長年の対立を乗り越え、直接対話で問題を解決しよう」と呼びかけた。　
イスラエルのネタニヤフ政権












































































（ヨシ・アルファー氏）　「イランとの対話による問題解決は失敗だったが、独自の追加制裁という新たな段階 始まった。これが功を奏すかどうか しばらく待つ必要がある」 。
（アヴィ・イサハロフ氏）　「追加制裁で核開発をやめさせられるとは思わない。イランは、あくまでウラン濃縮活動を続けるつもりで、指導者もそう宣言している」 。




（ベンメナヘム氏）　「イスラエルの指導者 間には、イランが核兵器を保有することだけは、絶対に阻止しなければならないという、 コンセンサスがある。この目的のため、軍事攻撃に踏み切らざるを得なくなる可能性が十分にある。イランの核施設を、完全に破壊でき にしても、 開発計画を三〜四年遅らせることは可能だ」 。
（アルファー氏）　「イスラエルの指導者は、軍事攻撃で得られる効果と犠牲を、天秤にかける必要がある。対米関係へのダメージやイラン側の反撃 よ



















（ベンメナヘム氏）　「イランは、イスラエルに対し、ミサイルで報復攻撃するとともに、ペルシャ湾岸にあるアメリカ軍基地を攻撃し、さらに、ヒズボラとハマス 動か て、 〝代理戦争〟を行わせるだろう。もしそうなれば、シリアも巻き込んで、地域戦争に発展するだろう」 。









かの有効な措置を講じなければならない。他に手段がなければ、軍事攻撃も決断し ければなら い。判断の時期は、わからない。もし、攻撃があるとすれば、 必ず〝ビッグ ・サプライズ〟と るだろう」 。（アルファー氏）　「あえて言うならば、平和的解決より軍事攻撃が起き 可能性の方が高いと思う。ただし、わからない。いろいろな要因が絡み、状況は変わりうるから 。どの時点をもって、イランが核兵器に手が届いたと言えるかという判断基準にも、 コンセンサスはない」
（イサハロフ氏）
　「イスラエルが、単独攻撃に踏み切る場合には、戦闘機、無人偵察機、 地対地ミサイルによる攻撃、さらに、地上部隊 よる作戦の組み合わせとなるだろう。軍事作戦に踏み切るかどうかは、ネタニヤフ首相、バラク国防相、リーベルマン外相ら主要閣僚七人で決めるが、軍参謀総長の判断も極めて重要だ。現在のアシュケナジー参謀総長は、対イラン攻撃に反対してきたが、近く退任する。ギャラント次期参謀総長は、対イラン攻撃に積極的と見られ、参謀総長の交代が、政府の意思決定を大きく左右する可能性がある」 。
（ジャヴェダンファー氏）　「イスラエルが軍事攻撃に踏み切る可能性は、現時点では五〇％未満だ。ただし、今後一年以内に起きることが極めて重要で、軍事攻撃の可能性も変わりう 」 。●まとめ　イランの核開発問題について、
イスラエルの専門家への聴き取り調査を、ほぼ半年ごとに行ってきた。同じ人物に同じ質問を繰り返す、いわば「定点観測」である。各人の見解には、共通点も相違点もあるが 半年前の発言と比較すると、全体的に慎重な言い回しに
なっている。だからと言って、戦争の可能性が遠のいていると楽観的には れな 。国際社会がさらに制裁を強化し も、イランは、イスラム体制の威信をかけて、核開発を継続する可能性が高い。誇り高い ランの指導者にとって「外国の圧力で核開発を中止した」と見られるのは、最も避けたいところだろう。一方、アメリカ オバマ政権は、この問題を、制裁の圧力と直接交渉で解決したいと考えている。自ら進んでイランへの軍事攻撃に踏み切るつもりはない。その危険性や犠牲の大きさを十分に理解しているから 。しかしながら、今後、追加制裁の効果があがらない場合、イスラエルのネタニヤフ政権に対し 軍事攻撃を自制するよう説得し続けるのは極めて困難だ。そして、もしも、イスラエルが軍事オプションに踏み切った場合には、イランは さまざまな手段で報復攻撃を行い、中東地域全体を巻き込ん 戦争に発展することが危惧される。こうした最悪のシナリオ 回避するための時間は、残り少 くなってきていると感じる。（でがわ
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